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第１章 基本計画策定の目的と経過 
１ 目的 

本市では、小学校２８校、中学校１９校を対象として安全・安心をモットーに給食を提供し

ています。 

現在、安曇小中学校、大野川小中学校及び奈川小中学校は親子方式（給食施設を持つ学校（親）

が、施設を持たない学校（子）の給食調理も行う。）の調理場で給食を提供しており、他の学校

は、西部、東部、梓川、波田及び四賀の５つの学校給食センターにより約１９,０００食の給食

を提供しています。 

これらの学校給食センターのうち、四賀を除く４つの学校給食センターは建設から年数が経

過し、老朽化が課題となっています。とりわけ、波田学校給食センターは建築後５３年、梓川

学校給食センターは建築後３６年が経過しており、建替等について早急に対応を検討しなけれ

ばならない状況にあります。また、西部学校給食センターも大規模改修の時期を迎えていて、

再整備を検討する時期に来ています。 

これらのことから、再整備基本計画（以下「本計画」という。）を策定し事業を進める必要が

あり、その根幹となる「松本市学校給食センター再整備基本方針」（以下「基本方針」という。）

を令和４年１１月に策定しました。 

本計画は、基本方針を踏まえ、引き続き安全・安心でおいしい給食を効率的に提供するため、

学校給食センターの再整備に必要な基本的事項を取りまとめることを目的としています。 

 

２ これまでの経過 

平成２９年１月 

ＰＴＡ１０人及び学校長等計１８人で組織する条例設置の「学校給食セ

ンター運営委員会」に対して、平成２８年１月に諮問した「学校給食セン

ターの適正配置」について、同委員会から答申 

平成３１年３月 

平成２９年９月に、外部の有識者等１０人で構成する「松本市給食のあ

り方研究会」を立ち上げ、１０回にわたる研究会により提言書が提出され

る。 

令和元年１２月 

市議会１２月定例会において、「新給食センターを１か所整備し、西部・

東部学校給食センターと合わせた３センター方式で整備することを検討

中」と表明 

令和３年６月 

市長が市議会６月定例会において「松本市給食のあり方研究会の提言を

基本にゼロベースに立ち返り、年度内に方向性を示して基本方針を策定す

る」ことを表明 

令和４年３月 
 市議会経済文教委員協議会において、ゼロベースで検討した再整備プラ

ンを示し、基本的な考え方について協議し、了承される。 

令和４年６月 

から７月まで 

 西部・東部・梓川・波田学校給食センターのエリアごとに保護者・学校

関係者を対象にした説明会を６回開催するとともに、全市民向けの説明会

を開催 

令和４年９月 

 市長が市議会９月定例会において、中規模センターによる再整備を基本

に、よりきめ細かな調理による給食提供を行うため、１,５００食４ライ

ンでの調理について検討を行うことを表明 

令和４年１１月 

 市議会経済文教委員協議会において、複数の再整備プラン（案）を基に

検討を重ね、説明会の意見等を反映して作成した松本市学校給食センター

再整備基本方針（案）について協議し、了承される。 
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第２章 上位・関連計画の整理 
１ 国における学校給食の位置付け 

昭和２９年の「学校給食法」制定後、学校給食の実施体制は法的に整いました。 

その後、平成２１年の改正により学校給食の目的は食育の推進として位置付けられ、教育活  

動の一環としてより重要なものとなりました。 

あわせて、「学校給食衛生管理基準」（以下「基準」という。）が法に位置付けられ、「ＨＡＣ 

ＣＰ（Hazard Analysis and Critical Control Point：危害分析・重要管理点）の考え方」に 

基づき学校給食施設及び設備、食品の取扱い、調理作業、衛生管理体制等が定められました。 

平成２４年１２月に、食物アレルギーを有する児童がアナフィラキシーショックの疑いによ 

り亡くなるという事故を受け、平成２７年に「学校給食における食物アレルギー対応指針」（文 

部科学省）が定められ、食物アレルギーへの対応に関する具体的な方針やマニュアル等を作成 

する際の参考事例が示されています。 

 

２ 県における学校給食に関する主な上位・関連計画等 

長野県教育委員会は、平成２７年に「学校における食物アレルギー対応の手引き」を作成し、

事故防止のために、食物アレルギー対応における基本的事項や留意事項について取りまとめて

います。 

また、令和４年の「学校給食の手引き」では、施設規模、地域の状況等に応じた運営組織の

確立や効率的な運営を実施するための対応方法等を示しています。 

食育に関しては、令和５年策定の「長野県食育推進計画（第４次）」において、 複雑・多様

化する課題に対応すべく、社会のデジタル化や地域共生社会といった新たな視点を踏まえなが

ら食育活動を推進するための方針を示しています。 

 

３ 松本市における学校給食に関する主な上位・関連計画等 

本市では、以下の上位・関連計画等において、学校給食センターの食育・施設・環境等に関

する施策の方向性を示しています。 

 

(1) 松本市総合計画（基本構想２０３０・第１１次基本計画 令和３年８月） 

計画では食育推進に向け、給食提供に関する施策等を示しています。 

  基本施策１－８ 全ての世代にわたる食育の推進 

目標（目指す姿） 

生涯にわたって心身ともに健康で過ごせるよう、望ましい食習慣を身に付けるとともに、

食を通じた豊かな人間性の形成を目指します。 

現状と課題 

・県民健康栄養調査から、塩分をとりすぎている市民が多い傾向が見られます。また、国民 

健康保険加入者のデータからは脂質の値が高い傾向が見られることから、生涯を健康に過ご 

すために、栄養バランスのよい食事をとることが必要です。 

・郷土食を知っている児童生徒の割合は小学５年生で４７.７％、中学２年生で６５.８％、

地場産物を知っている児童生徒の割合は小学校５年生で４８.７％、中学校２年生で

６２.３％です（令和４年度長野県食に関する実態調査：松本市分抜粋）。地域の食文化を

大切にするため、郷土食の提供や地場産物を使用した給食の提供が求められています。しか

し、地場産物の使用率の向上には「旬の期間が短い」、「必要な量の確保」、「納品までの流通

システム」などの課題があります。 
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施策の方向性 

・望ましい食習慣の形成 

  子どもの頃から望ましい食習慣（１日３食食べる、主食・主菜・副菜を揃えて食べる、

適正な食事量等）を身に付け、自ら実践できる子どもを育てます。 

・減塩につながる味覚形成 

生涯の食生活の基礎となる子供の頃に、だしの旨味に慣れる給食を提供します。また、

家庭での食事にも配慮できるよう保護者への啓発に力を入れます。 

・地産地消の推進 

地物食材を使用した献立作成や生産者との連携を進め、給食での提供機会を増やします。 

・郷土食の継承 

給食で郷土食を提供し、味わう機会を作ります。また、次世代へ継承できるよう地域の

食育で郷土食に触れる機会を作ります。 

 

(2) 松本市個別施設計画（令和３年３月） 

持続可能な行財政運営確立に向け、市内の各学校給食センターの老朽の状況を評価した上

で、対策方針や検討内容を示しています。 

類型別施設計画 

名称 対策 検討内容 

西部センター 維持 

開設から２０年が経過したが、今後も継続して施設を利用するため、

波田・梓川の給食センターの建替に伴い大規模改修を計画 

新給食センター整備後の令和８年度を目途に大規模改修を実施して、

機能維持や機能向上を図る。 

東部センター 維持 
開設から１１年が経過したが、現状では大きな問題は発生していない

ことから業務継続対応のため維持管理をしていく。 

梓川センター 建替 松本市給食のあり方研究会の提言の内容を踏まえ、建替を検討する。 

波田センター 建替 松本市給食のあり方研究会の提言の内容を踏まえ、建替を検討する。 

四賀センター 維持 
開設から７年経過し施設は新しいことから、業務継続対応のため維持

管理をしていく。 

 

(3) 松本市役所ゼロカーボン実現プラン（令和４年７月） 

プランでは本市の温室効果ガス排出量削減目標の達成に向け、エネルギー使用量の削減、

省資源化及び再生可能エネルギーの導入について、本市が率先して取り組むべき方向や内容

を示しています。 

   課題及び基本方針 

ア 省エネルギー対策の徹底  

排出量１３％削減を目指し、施設の省エネルギー対策メニューの導入・再生可能エネル  

ギーの導入や、事務の効率化・エコオフィス活動を徹底します。 

照明設備は、原則としてＬＥＤ 照明を設置することとし、公共施設のＬＥＤ化率を調

査し、令和１２年にはストックでＬＥＤ化率が１００％になるように整備します。 

イ 施設のＺＥＢ化  

今後公共施設を新築・建替・大規模改修する際は、原則 Nearly ZEB 以上とします。 

ウ 再生可能エネルギーの導入促進  

現在、太陽光発電は保育園や学校など７０施設に導入されています。 

太陽光発電の導入可能性調査等を実施し、未利用地も含め大幅な導入を目指します。 
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導入に当たってはＰＰＡ（電力購入契約）等を活用するなど、初期投資を抑えた導入方

法を検討します。 

 

第３章 既存給食センターの現状 
１ 既存施設の概要 

市内５つの学校給食センターの施設の概要は次のとおりです（表 ３-１）。 

表 ３-１ 市内学校給食センターの概要 

（令和５年４月１日現在） 

項 目 西部センター 東部センター 梓川センター 波田センター 四賀センター 

所 在 地 野溝西 3-6-1 原 7-1 梓川 755 波田 10268-1 会田 1113 

建 築 年 度 平成１３年度 平成２１年度 昭和６３年度 昭和４６年度 平成２５年度 

食 数 ７,９５２食 ７,４８２食 １,２５０食 １,３５５食 ２１４食 

構 造 Ｓ造２階 Ｓ造２階 Ｓ造平屋 Ｓ造平屋 Ｓ造平屋 

建物延床面積 ４,０１０㎡ ４,０６３㎡ ８２１㎡ ５４６㎡ ３９３㎡ 

敷 地 面 積 ６,９６９㎡ ７,７０６㎡ １,１４１㎡ 学校敷地 学校敷地 

基
準
へ
の
対
応
状
況 

学
校
給
食
衛
生
管
理 

汚染作業区域

と非汚染作業

区域の区分※
0F

1 

○ ○ × × ○ 

ドライシステ

ム導入状況※
1F

2 
○ ○ ○ × ○ 

空調等を備え

た構造※
2F

3 
○ ○ ○ × ○ 

※学校給食衛生管理基準への対応状況について、定期検査票の該当項目の評価がＡ又はＢである

場合は対応済みとして「○」、評価がＣである場合は未対応として「×」を記載しています。  

                                                   
1 汚染作業区域と非汚染作業区域の区分：二次汚染（調理器具や人の手を介した汚染や汚染物質などの混入
など）防止の観点から、調理場内を「汚染作業区域」、「非汚染作業区域」、「その他の区域」に部屋単位で区
分することが基準に示されています。汚染作業区域は、泥や埃などの異物や有害微生物が付着している食品
を取り扱う場所です。 
2 ドライシステムの導入：ドライシステムは、すべての調理機器からの排水を機器等に接続される排水管を
通して流す方式です。床を乾いた状態で使用することで、床からの跳ね水による二次汚染を防ぎ、調理場内
の湿度を低く保つことで、細菌の増殖を抑え、食中毒の発生要因を少なくすることができます。このため、
施設の新築、改築、改修にあたっては、ドライシステムを導入すること、また、導入していない調理場にお
いてもドライ運用を図ることが基準に示されています。 
3 空調等を備えた構造：高温多湿は細菌が増殖しやすい環境であるため、作業中に発生する熱や湿気をでき
るだけ速やかに排除する空調等を備えた建物の構造にする必要があります。作業中も温度 25℃以下、湿度
80％以下を保つように空調等を備えるよう努めることが基準に示されています。 



5 
 

２ 配送状況 

各センターから配送される学校は、以下のとおりです。なお、西部及び東部学校給食センター

の配送は外部委託により行われています（表 ３-２）。 

表 ３-２ 各学校給食センターの配送状況 

名称 配送校数 配送先 

西部センター １７校 

〇小学校１１校 鎌田、開明、中山、明善、寿、芳川、今井、菅野、

二子、芝沢、島立 

〇中学校６校   鎌田、明善、筑摩野、菅野、信明、高綱 

東部センター １８校 

〇小学校１１校 本郷、旭町、山辺、清水、源池、筑摩、 

並柳、田川、島内、開智、岡田 

〇中学校７校   旭町、清水、山辺、開成、松島、丸ノ内、女鳥羽 

梓川センター ２校 
〇小学校１校 梓川 

〇中学校１校 梓川 

波田センター ２校 
〇小学校１校 波田 

〇中学校１校 波田 

四賀センター ２校 
〇小学校１校 四賀 

〇中学校１校 会田 

               

図 ３-１ 給食施設の位置及び各センターの配送区域表 
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３ 食物アレルギー対応 

本市では平成１１年１月から食物アレルギーがある児童生徒に対して等しく学校給食を提

供するためにアレルギー対応食提供事業を実施しています。 

実施に当たっては、「学校給食における食物アレルギー対応指針」（文部科学省）及び「学校

における食物アレルギーの手引き」（長野県教育委員会）を基に、松本市教育委員会で「学校

給食における食物アレルギー対応マニュアル」を作成し、保護者及び学校と連携しながら安全・

安心な給食提供を行っています。 

現在、配送校数が多い西部及び東部学校給食センターでは、本事業を希望する児童生徒が増

加しています。希望する全ての児童生徒に対応食を提供することが困難なことから、月に 1回

（年に１２回）以上給食に出る原因食物に該当する場合を対象にしています。 

各センターに専任の栄養士を配置し、そばを除く食品について代替食の提供をすることがで

きています。 

図 ３-２ アレルギー対応食提供人数の推移（人） 

 

表 ３-３ アレルギー対応食提供児童生徒数の推移（人） 

名称 
対応児童生徒数 

５年平均 栄養士数 
令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

西部センター ８９ ８６ ７９ ８０ ７９ ８２.６  ３ 

東部センター ５９ ５７ ５４ ５６ ５５ ５６.２  ２ 

梓川センター １８ １５ １４ １５ １２ １４.８  １ 

波田センター １６ １５ １５ １４ １３ １４.６  １ 

四賀センター ３ ４ ４ ４ ４ ３.８  １ 

合計 １８５ １７７ １６６ １６９ １６３ １７２.０  ８ 

※人数は各年７月時点  
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４ 食育活動 

学校給食法の目的には、学校給食の普及・充実及び学校における食育の推進を図ることと明

記されています。本市では、「松本の日」の給食の時間における指導で地産地消、「具だくさん

味噌汁」を教材にした朝食での野菜摂取、小学４年生への特別活動で朝食の内容の充実につい

て指導し、食に関する正しい理解と適切な判断力が養われるよう取り組んでいます。 

課題として、大規模センターでは、栄養教諭１人当たりの受持ち学級数が多いため、年１回

以上の食育の実施が全学級でできていない現状にあります。そのため、給食時間やその他の食

育として、栄養教諭が訪問せずとも実施できる、ＩＣＴ等を活用した取組みを行っています。

表 ３-４に令和５年度の主な食育活動の取組状況を示します。また、図 ３-３に地場産物を用

いた食育活動の様子を示します。 

 

表 ３-４ 児童生徒を対象とした栄養教諭等が関わった食育の取組状況（令和６年１月現在） 

※その他の食育には、ＩＣＴ活用による動画や学校訪問での放送などが含まれます。 

図 ３-３ 地場産物を用いた食育活動  

 食育内容 

計 
栄養教諭等 

調理従事

者等 

施設 学校数／学級数 
栄養教諭

等の人数 
教科等 

給食の 

時間 

その他※ 

(ＩＣＴ等） 

学校 

訪問 

西部センター １７/３２１ ６ ４０ １４０ ９４２ ７５ １,１９７ 

東部センター １８/３０８ ５ ３６ １１６ ２８５ ７５ ５１２ 

梓川センター ２/４７ ２ １２ ８６ １６０ ２ ２６０ 

波田センター ２/４９ ２ ２７ １１９ ２３９ １１ ３９６ 

四賀センター ２/１１ ２ １ １４６ ２７ １９９ ３７３ 

計 ４１/７３６ １７ １１６ ６０７ １,６５３ ３６２ ２,７３８ 
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５ 地場産物の活用 

本市では、栄養教諭、調理員、発注担当者で構成する地産地消推進小委員会を立ち上げ、地

元生産者等の協力を得て学校給食における地場産物の使用を進めています。 

主食である米は、１００％松本平産コシヒカリを、栄養価が高いといわれる金芽米に加工し

て使用しています。主要野菜１５品目の地場産物使用率は、松本市第１１次基本計画に、令和

７年度までに３０％にすることを目標値としています。 

現在は、地場産物調達のための生産・流通システムが未構築であり、規格の揃え方や天候不

順による数量確保の不安定さなどが課題と考えています。  

今後、生産者、加工業者と連携し、地元の農畜産物や加工品を使用することにより、地場産

物の活用を推進します。また、今まで廃棄されていた規格外農作物をペースト状に加工して使

用するなど、冬期間においても地場産物を確保できる仕組みづくり及びフードロスの削減に

取り組みます。 

 

６ 地場産物を活用した食育の推進 

地場産物を活用し、郷土食・伝統食など地域の食文化を大切にします。学校で地元生産者に

指導を受け、児童生徒が育てた農作物を学校給食で使用しています。地元生産者と交流するこ

とにより、地域の作物に関心を持ち、日常の食事と関連付けて考え、地域の食文化や食料の生

産、流通など理解を深める取組みを進めます。 

 

７ 有機農産物を使用した学校給食の推進 

有機給食を実現するためには、一定量の食材を確保する等の課題があります。現在、長野県

内での有機農産物の生産量は限られているため、無農薬・低農薬の農産物を使用することから

取組みを始めています。 

今後、農政部門と連携を図りながら有機農産物を使用した給食提供に向けて取り組んでいき

ます。 
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第４章 学校給食センター再整備基本方針 
再整備基本計画策定に当たり、令和４年１１月に松本市学校給食センター再整備基本方針を定め

ました。 

基本方針策定の経過は次のとおりです。 

 

１ 再整備プラン(案)作成に当たっての基本的な考え方 

再整備プラン（案）の作成に当たっては、次の「基本方針」と「基本要件」の２つの事項を前

提に検討を行いました。 

⑴ 基本方針 

ア 松本市学校給食の理念である「５つの重点」を柱とする。 

(ｱ) 家で不足しがちなビタミン・ミネラルを補うなどの栄養についての配慮 

(ｲ) 調理方法の工夫による豊かで多様な献立の提供 

(ｳ) 旬の地元野菜を使用するなど、地産地消や季節の重視 

(ｴ) より安全で安心な食事となるよう、食材の安全確認の徹底 

（ｵ） 大量であってもていねいな調理を心がけ、心のこもった給食を提供 

イ 松本市給食のあり方研究会から出された提言をできる限り反映する。 

【提言内容：学校給食が目指すもの（ソフト面）】 

(ｱ) 食育の推進 (ｲ) 地産地消の推進 (ｳ) 学校給食摂取基準に沿った給食提供 

(ｴ) アレルギー対応食の提供 (ｵ) 危機管理対策 

【提言内容：センター整備に向けての方向性（ハード面）】 

(ｱ) 公平性、経費、既存施設の有効活用、整備に要する期間等を総合的に判断 

(ｲ) 梓川・波田センターの給食提供の質を維持し、新たな学校給食センターを適地に適正な 

規模で建設 

(ｳ) 松本市が目指す学校給食の理念を確立し、自校給食の良さを取り入れた給食センターの 

実現 

⑵ 基本要件 

ア 提供食数を１８,０００食とする。 

再整備プラン(案)検討に当たり、最も早いセンターの稼働時期を令和９年度に設定し、松

本市の年齢別人口（令和３年４月１日現在）を基に、令和９年度の児童生徒数を推計しまし

た。この結果、令和９年度の提供食数を、児童生徒に教職員数と学校給食職員を加えて、約

１７,２００食（四賀・安曇・大野川・奈川を除く。）と推計し、１８,０００食（四賀・安曇・

大野川・奈川を除く。）の調理能力でセンター再整備プラン案を検討しました。 

イ ２本献立（２コース）による調理の実施を基本要件とする。 

現在、西部・東部学校給食センターで行っている３本献立（３コース）での調理は、工程

や衛生管理が複雑で人手がかかることから、幅広いメニュー提供ができません。このような

ことから、幅広い手作りメニューの提供や規格が不揃いな地元野菜の調理が可能であり、調

理動線の交錯や調理工程の複雑さを避けることができる２本献立の調理を基本に検討しま

した。 

ウ 将来、西部学校給食センターは廃止し、東部は改修して延命化する。 

東部学校給食センターは新センターと同規模で、できる限り同等の機能（高機能）になる
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よう大規模改修を行います。一方、西部学校給食センターは、新センターが全て稼働し、東

部学校給食センターの再稼働後に廃止することとします。 

 

２ 「松本市給食のあり方研究会」提言の反映内容 

 「基本方針」「基本要件」を前提に、松本市給食のあり方研究会の提言内容を反映するために

どのような具体策が必要か検討しました。 

(1) ソフト面の検討内容 

食育の推進 

・栄養士を増員し、食に関する指導の回数を増やすことなどによ

り食育を推進 

・業者委託による主食メニューの多様化を検討 

地産地消の活用 

・農政課、民間と連携して、給食用作物の計画的な作付け等によ

り、松本産農産物を使用できる仕組み作りを推進 

・学校給食課職員を中心としたコーディネートにより地元生産

者との直接契約を推進 

栄養摂取基準に沿った

給食提供 

・高機能センター（効率的な調理動線、高機能調理機器の導入）

により３本献立の解消 

・バラエティーに富んだ献立作成などにより学校給食摂取基準

に基づいた適切な栄養管理ができる。 

アレルギー対応食の提供 

・対象者を減少させるための関係機関との協力体制の継続 

・栄養士の増員により新入児童の対応食提供の早期開始（７月提

供から５月提供へ）に向けての取組み 

危機管理対策 

・災害や事故の時など備蓄給食で対応 

・災害時マニュアルの作成 

・早期に学校給食を再開することを最優先  
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(2) ハード面の検討内容 

公平性、経費、既

存施設の有効活

用、整備に要す

る期間等を総合

的に判断 

・規模別のセンター方式による運営と自校給食による運営について検討 

・整備に要する期間、建築コスト、人件費、その他コストを算出 

・配送距離と時間を基に建設候補地を選定 

・西部学校給食センターと東部学校給食センターの今後の活用方法につ

いて検討 

梓川・波田セン

ターの給食提供

の質を維持 

 

自校給食の良さ

を取り入れた学

校給食センター

の実現 

温かさ・冷たさ  

〇 汁缶・サラダバットを二重食缶にして料理の温度を確保 

〇 配送トラックを増やすことによる配送時間の短縮 

〇 サラダを和える作業をコンテナに収める直前に行い、冷たさを保つ 

地場産物の活用 

〇 「主菜・副菜・汁物」に加え、松本地域産のりんご・ぶどう・なし

などの果物を提供 

〇 冷凍野菜・カット野菜をなるべく使わずに、旬の松本地域産の野菜

を提供 

〇 調理時間を確保し、規格外の小さい野菜も使用 

手作り 

〇 高機能な調理機器のスチームコンベクションオーブンなどの導入

により、加熱調理の時間短縮ができることから、肉・魚のパン粉付け、

唐揚げや山賊焼の下味付け、ミートローフ等の手づくり料理が可能 

〇 ルウを作る釜の導入により、手づくりカレールウ、ホワイトルウの

調理が可能 

       

３ 再整備プラン案の内容 

上記１及び２の内容を前提にゼロベースで検討を行い、以下の４つの再整備プラン案を作成 

して、整備に係る期間や費用、ランニングコストなど実現性に係る評価を行いました。 

 

(1) プラン①【高機能大規模センター建設２センター方式】 

１２,０００食の大規模センターを建設し東部学校給食センターを６,０００食の高機能

に大規模改修 

(2) プラン② 【高機能中規模センター２施設建設３センター方式】 

６,０００食の中規模センターを２施設建設し東部学校給食センターを６,０００食の高

機能に大規模改修 

 (3) プラン③ 【高機能小規模センター５施設建設６センター方式】 

３,０００食の小規模センターを５施設建設し東部学校給食センターを６,０００食の高

機能に大規模改修 

 (4) プラン④【自校給食方式】 

自校給食施設を４０校に新設 
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４ 再整備プラン評価及び基本的な考え方 

策定した４つのプランについて、整備に係る費用、ランニングコストなど実現性に係る評価 

を行いました。この評価結果に基づき、プラン①と②が現実的であるとの市の基本的な考え方 

をまとめました（表 ４-１）。 

表 ４-１ 再整備プラン案 

プラン① 高機能大規模センター建設２センター方式 

内容 

・１２,０００食（３,０００食４ライン調理）の大規模センター建設 

・東部センターを６,０００食（３,０００食２ライン調理）の高機能に大規

模改修 

・計画期間は着工から５年（東部建築後１８年で改修、西部建築後２７年で

廃止） 

・建設用地を１か所取得 

・調理員の人数は１５４人で、現在の職員数１５２人とほぼ同じ 

実現性に係る 

評価 

・建設用地の確保が１か所であること、計画期間が短く事業コストが小さい

こと等のメリットがある。 

・１２,０００食と大規模であるが、調理を３,０００食４ラインで行うこと

により、２本献立の調理が可能になり、６,０００食規模のセンターと同

等の質の給食提供が可能になる。 

・西部センターの機能維持ができ、東部センターの改修が可能である。 

プラン② 高機能中規模センター２施設建設３センター方式 

内容 

・６,０００食（３,０００食２ライン調理）の中規模センター２施設建設 

・東部センターを６,０００食（３,０００食２ライン調理）の高機能に大規

模改修 

・計画期間は着工から８年（東部建築後２１年で改修、西部建築後３１年で

廃止） 

・建設用地を２か所取得 

・調理員の人数は１６２人で、現在の職員数１５２人から１０人の増 

実現性に係る 

評価 

・プラン①と計画期間・事業コストに大きな差がなく、西部センターの機能

維持と東部センターの大規模改修が可能である。 

・センターを分散化することにより、災害や事故があった時などの給食提供

休止（プラン①は最大１２,０００食、プラン②は６,０００食）の影響が

小さくなるメリットがある。 

・調理員の人数が１０人増となるが、募集条件の工夫などで充足可能である。 

 

以上の評価に基づき、令和４年３月の経済文教委員協議会においてプラン①と②が現実的である

との考え方を示し、保護者などを対象とした市民説明会での意見聴取を十分に行った上で最終的な

基本方針案を決定していくことについて了承されました。 
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５ 市民意見を反映するための意見聴取及びその検討結果 

(1) 市民説明会での意見 

令和４年６月から７月にかけて計７回開催した市民説明会等においては、特に、梓川・波

田の保護者や学校関係者などから、現在の給食提供の質を維持してもらいたいとの意見が多

数寄せられたほか、大規模センターにおける給食提供の質や災害時等のリスクを懸念する意

見が寄せられました。また、自校給食施設による給食提供を要望する意見や自校給食と給食

センター併用での給食提供を検討してほしいとの意見も寄せられました。 

(2) 市民意見を反映するための検討結果 

市民からいただいた意見を反映するための検討を行った結果、プラン②の高機能中規模セ

ンター方式において、１ラインの調理方式を３,０００食から１,５００食に変更することで、

現在の梓川・波田と同等のより質の高い給食提供が実現できること、新学校給食センターを

２施設建設することで、災害時等のリスク軽減を図れること、また、将来的な調理工程の弾

力性や計画期間などからも、以下のプランが最適であるとの結論に至りました。 

表 ４-２ 再整備プラン見直し案 

「プラン②高機能中規模センター２施設建設３センター方式」見直し案 

内容 

・６,０００食の中規模センターを２施設建設 

・１,５００食４ライン調理とし、よりきめ細やかな調理を実施 

・東部センターも４ライン調理ができるよう大規模改修 

・計画期間はプラン着工から８年（東部建築後２１年で改修、西部建築後

３０年で廃止） 

・建設用地を２か所取得 

・調理員の人数は２０７人で、現在の職員数１５２人から５５人の増 

実現性に係る 

評価 

・４ライン調理方式にすることにより、プラン②より調理時間を短縮する

ことができ、調理前作業（手作り）の時間をさらに増やすことができる。 

・１ライン１,５００食調理により調理工程の弾力性が向上し、メニューの

幅が広がる。 

・計画期間はプラン②と同様で短く、更にリスク分散が図れる。 

・調理員の人数が５５人増となることから、職員が確保できるか懸念され

る。 

 

なお、要望のあった自校給食と給食センター併用による給食提供について、プラン④の自校

給食方式を基に建設条件など改めて精査をした上で検討を行いましたが、整備に係る期間や将

来的に施設の弾力的運用が難しいなど、課題が多いことから、実現性が低いと判断しました。 
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６ 再整備基本方針 

     以上の検討結果から、基本方針を次のとおり定めました。 

 

 センター方式での再整備 

【最新の設備・効率的な調理動線を備えた高機能センターを整備】 

〇 最大調理能力６,０００食の高機能中規模センターを適地に２施設建設しリスク分散 

〇 パススルー方式のスチームコンベクションオーブン等の高機能調理機器を導入し効率

的な調理を実施  

〇 東部学校給食センターを新学校給食センターと同様な機能を持つ６,０００食規模の

学校給食センターに大規模改修。稼働後に西部学校給食センターを廃止 

〇 １か所目のセンターを建設後、梓川学校給食センター、波田学校給食センターを廃止 

 

 質の高い学校給食の実現 

【梓川・波田学校給食センターの給食提供の質を維持】 

〇 地場産品の活用や手作りメニューの提供などにおいて、現在の梓川・波田センターの

給食提供の質を取り入れるため、１,５００食４ライン調理を基本に、２本献立（２コー

ス）の調理を実施 

〇 調理時間の短縮により、調理前の手作り作業（手捏ね、野菜の手切り、焼き物の味付

け、手作りソース等）の時間を増やし、メニューを多様化 

○ 調理食数を１,５００食にすることにより、地元で採れた野菜・果物などの使用を増加 

○ 栄養士増員により食育を更に充実させ、また、新入児童のアレルギー対応食について、

現在、西部・東部学校給食センターで行っている７月からの提供を遅くとも５月開始に

なるよう改善 

 

直営による運営方式 

【安全・安心な給食提供の継続】 

○ 昭和４３年２月に最初の学校給食センターを開設して以来、現在まで児童生徒に安全・

安心な給食を提供してきたこれまでの方針を継承し、今後も公設・公営を継続 
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第５章 新学校給食センターの基本性能 
 

１ 提供食数の整理 

(1) 松本市全体で提供しなければならない食数の推計 

本市の年齢別人口（令和５年４月１日現在）及び総合計画の人口ビジョンで示されている

目標人口推計を基に、将来の市立校の児童生徒数を推計し、松本市全体で提供しなければな

らない食数を算出しました（表 ５-１）。 

表 ５-１ 松本市全体の提供食数の推計 

【単位：食】   

 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 

市立校の 

児童生徒数 
１７,５９６ １７,３６９ １６,９３５ １６,６１９ １６,２７６ １５,７６５ 

教職員・学校 

給食従事者 
１,７９８ １,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ 

小計…Ａ １９,３９４ １８,８９０ １８,４５６ １８,１４０ １７,７９７ １７,２８６ 

 

 令和１０年 令和１１年 令和１２年 令和１３年 令和１４年 令和１５年 

市立校の 

児童生徒数 
１５,３３６ １４,９２３ １４,５２８ １４,２４５ １３,９７５ １３,９１２ 

教職員・学校 

給食従事者 
１,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ 

小計…Ａ １６,８５７ １６,４４４ １６,０４９ １５,７６６ １５,４９６ １５,４３３ 

 

 令和１６年 令和１７年 令和１８年 令和１９年 令和２０年 令和２１年 

市立校の 

児童生徒数 
１３,８０１ １３,８４８ １４,０２３ １４,２１９ １４,４１２ １４,５８７ 

教職員・学校 

給食従事者 
１,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ １,５２１ 

小計…Ａ １５,３２２ １５,３６９ １５,５４４ １５,７４０ １５,９３３ １６,１０８ 

※教職員・給食職員数は令和５年度の喫食者数から増減しないと仮定 

 

上記で整理した食数のうち、３センター（第１・２新学校給食センター及び東部学校給食セン 

ター）から提供する食数を推計するため、四賀学校給食センター及び親子方式の調理場（安曇・大

野川・奈川）の提供食数を算出しました（表 ５-２）。 
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表 ５-２ 四賀学校給食センター及び親子方式の調理場（安曇・大野川・奈川）の食数の推計 
【単位：食】 

 
令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 

四賀セ

ンター 

児童生徒数 １７３ １７９ １７２ １６７ １６２ １５２ 

教職員 

学校給食 

従事者 

４３ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

安曇 

大野川 

奈川 

児童生徒数 ７６ ８９ ６９ ６６ ６１ ６３ 

教職員 

学校給食 

従事者 

７２ ６８ ６８ ６８ ６８ ６８ 

小計…Ｂ ３６４ ３８１ ３５４ ３４６ ３３６ ３２８ 

 

 
令和１０年 令和１１年 令和１２年 令和１３年 令和１４年 令和１５年 

四賀セ

ンター 

児童生徒数 １４１ １３５ １２０ １１７ １１０ １０４ 

教職員 

学校給食 

従事者 

４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

安曇 

大野川 

奈川 

児童生徒数 ５７ ５５ ５１ ５０ ４７ ４９ 

教職員 

学校給食 

従事者 

６８ ６８ ６８ ６８ ６８ ６８ 

小計…Ｂ ３１１ ３０３ ２８４ ２８０ ２７０ ２６６ 

 

 
令和１６年 令和１７年 令和１８年 令和１９年 令和２０年 令和２１年 

四賀セ

ンター 

児童生徒数 ９９ ９４ ９０ ８６ ８３ ７９ 

教職員 

学校給食 

従事者 

４５ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

安曇 

大野川 

奈川 

児童生徒数 ４３ ４２ ３９ ３８ ３７ ３５ 

教職員 

学校給食 

従事者 

６８ ６８ ６８ ６８ ６８ ６８ 

小計…Ｂ ２５５ ２４９ ２４２ ２３７ ２３３ ２２７ 

 

(2) 提供食数の将来推計 

以上により「松本市全体で提供しなければならない食数」から「四賀学校給食センター及

び親子方式の調理場（安曇・大野川・奈川）の食数」を除き、３センターの提供食数の将来

推計を行いました(表 ５-３、図 ５-１)。 

     第１新学校給食センター稼働時期の令和１０年度の提供食数は、１６,５４６食であり、調

理機器の余裕等を勘案し、約１８,０００食の提供食数が必要だと考えられます。 
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 表 ５-３ 将来提供食数の将来推計の検討 

■将来の提供食数の検討 

【単位：食】   

 
令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年 令和９年 

市立校の 

児童生徒数 
１７,３４７ １７,１０１ １６,６９４ １６,３８６ １６,０５３ １５,５５１ 

教職員・学校 

給食従事者 
１,６８３ １,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ 

合計…Ａ－Ｂ １９,０３０ １８,５０９ １８,１０２ １７,７９４ １７,４６１ １６,９５９ 

前年対比 －１４５ －５２１ －４０７ －３０８ －３３３ －５０２ 

 

 
令和１０年 令和１１年 令和１２年 令和１３年 令和１４年 令和１５年 

市立校の 

児童生徒数 
１５,１３８ １４,７３３ １４,３５７ １４,０７８ １３,８１８ １３,７５９ 

教職員・学校 

給食従事者 
１,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ 

合計…Ａ－Ｂ １６,５４６ １６,１４１ １５,７６５ １５,４８６ １５,２２６ １５,１６７ 

前年対比 －４１３ －４０５ －３７６ －２７９ －２６０ －５９ 

 

 
令和１６年 令和１７年 令和１８年 令和１９年 令和２０年 令和２１年 

市立校の 

児童生徒数 
１３,６５９ １３,７１２ １３,８９４ １４,０９５ １４,２９２ １４,４７３ 

教職員・学校 

給食従事者 
１,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ １,４０８ 

合計…Ａ－Ｂ １５,０６７ １５,１２０ １５,３０２ １５,５０３ １５,７００ １５,８８１ 

前年対比 －１００ ５３ １８２ ２０１ １９７ １８１ 

 

 

図 ５-１ 提供食数の将来推計 

 

19,175
19,030

18,509

18,102
17,794

17,461

16,959

16,546

16,141

15,765
15,486

15,226 15,167 15,067 15,120
15,302

15,503
15,700

15,881

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

令和3年

（2021年）

令和4年

（2022年）

令和5年

（2023年）

令和6年

（2024年）

令和7年

（2025年）

令和8年

（2026年）

令和9年

（2027年）

令和10年

（2028年）

令和11年

（2029年）

令和12年

（2030年）

令和13年

（2031年）

令和14年

（2032年）

令和15年

（2033年）

令和16年

（2034年）

令和17年

（2035年）

令和18年

（2036年）

令和19年

（2037年）

令和20年

（2038年）

令和21年

（2039年）

将来の提供食数の検討
教職員・給食職員（調理員）・栄養士の人数が変わらないと仮定した場合（食）

合計 Ａ-Ｂ



18 
 

(3) 新学校給食センターの調理能力 

基本方針では、調理能力６,０００食の高機能中規模センターを２施設建設し、東部学校

給食センターを調理能力６,０００食に大規模改修することで、約１８,０００食が提供可能

になると想定しています。 

    以上の基本方針により、第１・第２新学校給食センターの調理能力を６,０００食規模程 

度とします。 

   なお、基本方針では６,０００食規模としている東部学校給食センターについては、大規

模改修計画を策定する時に、改めて調理能力等を決めていきます。 

 

２ 献立内容 

基本方針では、１,５００食４ライン調理を基本に、２本献立（２コース）の調理を実施する

ことにしています。 

２本献立４ライン調理とすることで、幅広い手作りメニューの提供や、規格が不揃いな地元

産野菜の調理が可能であり、調理動線の交差や調理工程の複雑さを避けることができます。 

また、効率的な調理動線や手作りを補助する高機能調理機器の導入等により、学校給食摂取

基準を満たし、バラエティーに富んだ献立を実現します。 
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３ 施設機能 

(1) 環境負荷低減機能 

本市では、令和４年７月に策定された「松本市役所ゼロカーボン実現プラン」において、

温室効果ガス排出量削減のために、以下のような取組みを示しています。 

 ・ＬＥＤ照明の導入 

・高効率空調機への更新 

・高効率給湯器（ヒートポンプ式等）への更新 

・コージェネレーションシステムの導入 

・ＢＥＭＳ（ビルエネルギーマネジメントシステム）の導入 

・再生可能エネルギーの導入（太陽光発電設備等） 等 

なお、「公共施設の ZEB 化の方針について（令和５年５月）」において、令和１２年までに 

   新築（建替え）が予定されている施設として、新学校給食センターは、基本設計にて Nearly  

ZEBに向けた検討を行うとされています。 

他の給食センターにおける事例を表 ５-４、表 ５-５に示します。新学校給食センターにお 

  いても、このような取組みを、建築面積や構造に応じて適切に設定します。 

表 ５-４ 施設に関する環境負荷低減機能の事例 

環境負荷低減機能 内容 

コージェネレーショ

ンシステム 

ガスの熱を利用して発電し、同時に発生する熱を空調や厨房設備に

利用。廃熱を利用するため、ＣＯ₂排出量を削減可能 

太陽光パネル 屋上等に設置し、発電。施設の一部の電気を賄う。 

プレイロット 

（敷地内緑化） 
敷地内の緑化により、ヒートアイランド緩和に寄与 

小型風力発電装置 風力発電により、照明等の電力を賄う。 

雨水利用 

施設屋根を集水面として、雨水を貯留槽に溜め、除濁ろ過装置・滅

菌装置にて雨水を処理した後、植栽への散水、かん水、洗車等に利

用 

表 ５-５ 厨房機器に関する環境負荷低減機能の事例 

環境負荷低減機能 内容 

高効率食器洗浄機 

使用水量を抑える節水構造。タンクの水位を常時チェックすること

で、余分な給水に費やすエネルギー（電気・蒸気など）や洗剤が不

要になる。従来型の洗浄機と比較して、年間ランニングコストを大

幅に削減可能 

オール電化調理場 

電化厨房は輻射熱が少ないため、調理室内の温度や湿度の上昇を抑

え、安全で衛生管理のしやすい快適な作業環境を実現可能。調理温

度・時間の管理が容易 

ZEB：省エネ対策・再生可能エネルギーの導入により、年間の一次エネルギー消費量の 

収支をゼロとすることを目指した建築物のこと。以下の３種類が定義されている。 

・ZEB Ready  基準に対し５０％の省エネ 

・Nearly ZEB  基準に対し正味で７５％の省エネ 

・ZEB         基準に対し正味で１００％の省エネ 
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厨芥処理機 
生ごみを粉砕・脱水し、排水消滅させることや、堆肥としての再生

利用が可能 

BDF：廃食油再生燃

料化装置 

使用済み天ぷら油等の廃油を軽油の代替燃料であるバイオディー

ゼル燃料として再生し、学校給食を配送する車に利用可能 

 

(2) 施設や設備の長寿命化等 

本市では、平成２８年６月に策定（令和４年１月改定）された「松本市公共施設等総合管

理計画」において、持続可能な行財政運営と、最適な施設配置の実現に向けて、令和２７年

度までに、公共施設（建築物）の長寿命化を行うとともに、施設総量２０％以上削減を目標

としています。 

削減目標達成に向けて、以下のような取組方針が示されています。 

  ・施設の安全確保と維持管理・点検・診断等の実施（日常的な点検体制の構築） 

・耐震化の促進 

・ユニバーサルデザイン化の推進 等 

新学校給食センターにおいても、上記のような取組みを適切に設定します。 

 

(3) 食育・情報発信機能 

 第４次食育推進基本計画において、「デジタル技術を活用した食育の推進」等が位置付けら

れています。その中で、オンライン会議・学校でのタブレット等を活用したライブ配信・資

料映像等による食育活動やホームページ・ブログ・ＳＮＳ等による情報発信がデジタル食育

の手法として示されています。本市では、新学校給食センターにおいても、上記のような食

育を推進します。一方で、五感を活かした現場での食育の推進も重要と考えられます。その

ため、調理を見学できる通路や試食等を実施可能な研修室の整備に努めます。また、栄養教

諭による学校における食育が求められています。他の学校給食センターにおける食育・情報

発信機能の事例を表 ５-６、表 ５-７、表 ５-８に示します。 

表 ５-６ デジタルを活用した食育の事例 

食育・情報発信機能 内容 

食育動画（ＶＲ） ３６０°ＶＲで給食センターを見渡せる動画や給食センターの１

日の活動内容、食に関するテーマの解説動画等を公開 

iPad を活用した食育

授業 

動画の配信による給食指導や、iPad を活用して朝食の献立を考え

る授業 

表 ５-７ 給食センターでの食育（施設機能）の事例 

食育・情報発信機能 内容 

見学通路 一部の調理工程を間近で見学 

研修室 見学や試食会で使用 

表 ５-８ 地場産物の活用の取組みの事例 

地場産物活用事例 内容 

泥落とし室設置によ

る地元産野菜の受け

入れ 

泥落とし室を設置し、採れたての地元産野菜の泥を洗浄。納品し

やすい環境を整備することで、地元生産者と連携し、新鮮な野菜

を活用した給食提供に取り組み、地産地消を推進 



21 
 

４ 炊飯施設 

基本方針では炊飯について業者委託を想定していましたが、「松本市給食のあり方研究会」提

言では自施設での炊飯について推奨されていたことなどから、アドバイザーの助言を得ながら、

改めて自施設での炊飯について検討を行いました。 

この結果、自施設での炊飯が委託炊飯の経費見込を若干下回った上、炊き込みごはん等多様

な献立や温かいごはんの提供が可能で、これまで以上に給食の質の向上が見込めること、市の

災害対策への活用なども見込めることなどを総合的に判断し、新学校給食センターには炊飯施

設を設置することとしました。 

 

(1) 松本市の状況 

現在、梓川・波田学校給食センターでは炊飯を実施していますが、西部・東部学校給食セ

ンターでは炊飯施設がなく、外部委託をしています。 

 

(2) 全国の状況 

  学校給食実施状況調査（令和３年文部科学省）によると、完全給食を実施している小中学

校２７,７２４校のうち自校炊飯が４５.７％、委託炊飯が５４.３％になっています。 

これを、調理方式（単独調理場・共同調理場）別実施状況のデータと比較すると、単独調

理場では自校炊飯、共同調理場では委託炊飯を実施している割合が多い実態です。 

 

(3) 給食センター炊飯と外部委託の比較 

 給食センター炊飯 委託炊飯 

経費 

（コスト） 

・炊飯設備の初期投資及び炊飯諸室

のスペースが必要になる。ランニン

グコストや維持管理費が発生する

が、長期的（２０年で試算）には委

託炊飯の必要経費を下回る。 

・委託料金に含まれる（炊飯設備の初

期投資の必要がない）。長期的には

給食センターで炊飯するよりも必

要経費が割高になる。 

献立 
・炊き込みご飯や混ぜご飯など多様

な献立が実現できる。 

・炊き込みご飯や混ぜご飯などのメ

ニューに制限がある。 

管理 

・温かいご飯を提供できる。２時間喫

食への対応がしやすい。 

・炊飯から配送までの衛生管理は給

食センターで一貫して行う。 

・調理開始時間が早く、温かいご飯を

提供できない。 

・炊飯から配送までの衛生管理は委

託業者が行う。 

リスク 

分散 

・副食と同施設で調理するため、リス

クが分散できない。 

・別施設で炊飯調理をするため、リス

クが分散される。 
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５ モデルプラン図等の作成 

(1) 計画地概要 

第１新学校給食センター計画地の立地条件等の概要は、以下のとおりです。 

表 ５-９ 計画地概要 

所在地 長野県松本市梓川梓 

土地所有者 民有地（現況田）、市有地（現況駐車場） 

用途区域 市街化調整区域 

敷地面積 約８,５７１.８４㎡ 

建ぺい率 ６０％ 

容積率 ２００％ 

道路斜線 １／１．５ 

隣地斜線 １／１．２５（Ｈ＞２０ｍ） 

北側斜線 なし 

日影規制 なし 

防火・準防火地域の指定 なし 

緑化率 

目標 空地（オープンスペース）の２０％以上 

（松本市景観計画デザインガイドライン⑫梓川地区編） 

田園風景景観区域 ２０％以上 

接道条件 

東側：梓川１９３号線（幅員５.０ｍ） 

南側：梓川５３８号線（幅員４.１ｍ・北側に２.５ｍ拡張し、歩

道を整備予定） 

インフラ整備状況 
上水道：西側市道下に整備 

下水道：東側市道下に整備（最大流量２２㎥/ｈ） 

その他 

 建設工事以外に造成工事・外構工事・上水道・下水道工事が必

要 

 高圧電線下は、建設不可 

 敷地北側は田んぼであり、日陰とならないような配慮が必要 

 建物高さは１０ｍ以下（松本市景観形成基準） 

 

(2) 基本条件 

第１新学校給食センターの基本条件は、以下のとおりです。 

表 ５-１０ 基本条件 

項目 条件 

配送校 
〇小学校７校 梓川、鎌田、波田、田川、芝沢、島内、島立 

〇中学校５校 梓川、鎌田、波田、高綱、松島 

調理能力 ６,０００食/日規模（アレルギー対応食６０食を含む。） 

献立 
２献立（４ライン） 

主食１品と副食３品 

食缶 

食缶（保温・保冷）：最大５種類 

・汁物食缶、揚げ物・焼物食缶、和え物食缶、ご飯食缶 

デザート用食缶 
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食器 

食器：最大２種類（現状のものを使用する想定） 

・飯椀・汁椀、角仕切り皿 

・スプーン提供 

・トレーの提供なし 

コンテナ 
食器・食缶の混載を想定 

・６学級/コンテナ 

 

(3) 必要諸室の構成 

施設配置・各階平面の検討に当たり、必要諸室を以下のとおり設定しました。 

区域 諸室 

調
理
区
域 

汚染作業 

区域 

【検収・下処理エリア】 

荷受風除室、検収室、下処理室、冷蔵庫・冷凍庫、食品庫・計量室、米

庫、油庫、器具洗浄室、廃棄物庫 

【洗浄エリア】 

洗浄室、残渣処理室 

非汚染作業 

区域 

【調理エリア】 

切裁・煮炊き調理室、和え物室、揚物・焼物調理室、アレルギー対応室、

炊飯室、器具洗浄室、洗浄室 

【消毒保管エリア】  

コンテナ室 

その他の 

区域 

【前室】 

汚染作業区域準備室・手洗室、非汚染作業区域準備室・手洗室、洗濯室 

【配送・回収前エリア】 

配送用風除室、回収用風除室 

一般区域 

【事務エリア】 

玄関ホール、事務室、倉庫、打合せ室、職員用トイレ 

【調理員エリア】 

調理員更衣室・休憩室、食堂兼会議室、洗濯・乾燥室、調理員用トイレ、

配送員控室、清掃員控室、食糧備蓄倉庫、共用部等 

【外来用エリア】 

見学通路、外来用トイレ、会議室 

設備、外構等 
電気室・機械室・ボイラー室 

排水処理施設、受水槽、駐車場及び駐輪場、植栽、門扉及び塀 
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(4) 必要諸室の基本条件 

施設配置・各階平面の検討に当たり、主な諸室の配置上の基本的な条件を以下のとおり設

定しました。 

区分 

区域 
室名 条件 

汚
染
作
業
区
域 

荷受風除室 

■搬入口から搬入された食品の荷受を行う室 

・野菜類、魚肉類等で区分せず、１室とする。 

・食品の搬入を行うプラットホームからの出入口は、複数業者の同

時の荷受けに対応できるよう３か所以上設ける。 

・荷受け量を考慮して、十分な広さを確保する。 

・外部からの虫・砂塵等の侵入防止対策を行う。 

検収室 

（泥落としコ

ーナー、皮む

きコーナー、

割卵コーナー

含む) 

■搬入された食品を検収し、専用容器に食品を移し替える作業を行

う室 

・検収で使用する容器を保管する消毒保管庫を確保する。 

・野菜類、魚肉類等で区分せず、１室とする。 

・野菜等の泥を落とすコーナーを設け、シンクと球根皮むき機を設

置する。 

・割卵を行うコーナーを設け、移動式シンクを置くスペースを確保

する。 

・６,０００食かつ２献立に対応した食品の検収・移し替え作業に

必要な十分な広さを確保する。 

・肉・魚の異物確認を行うコーナーを設ける。 

・前日納品された野菜を保存する冷蔵庫を検収室内に設ける。 

・野菜類用の冷蔵庫は、前日納品を行うことも留意し、容量を確保

する。 

・検収室から調理室に渡す肉・魚の動線は、交差汚染を防止するた

め、パススルー冷蔵庫・冷凍庫を設置する。 

下処理室 

■食品の選別、洗浄等を行う室 

・野菜類・果物類の洗浄レーンを分けて設置する。６,０００食の食

材量、２献立での食材種類を考慮して、必要なレーン数を確保す

る。 

・果物類の洗浄レーンは、５水槽（３槽は洗浄用、１槽は消毒用、

１槽は消毒液を洗い落とす用）設け、電解次亜水を供給する。 

・下処理室（野菜類）から各種の調理室への動線は、交差汚染を防

止するため、パススルーとして配置する。 

・水槽等の排水配管は、排水がスムーズに行える管径・構造とする。 

・水垂れした際、水かきしやすいような床面・配管設置とする。 

・器具洗浄用シンクを設置する。 

冷蔵庫 

冷凍庫 

■専用容器に移し替えた食品を、冷蔵・冷凍保存する庫 

・加工品用、肉魚用を別に設ける。 

・冷凍庫は６,０００食に対応した大きさとする。 
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食品庫 

計量室 

■食品庫：調味料、乾物等を保管・保存（２５℃以下）する室・庫 

・納入サイクルを考慮した保管スペースを確保し、食品庫を設ける。 

■計量室：調味料の仕分けを行う室 

・食品庫と計量室を隣接して配置する。 

・計量室からは、煮炊き調理室及び揚物・焼物調理室へ調味料の受

け渡しができる動線を確保する。 

・煮炊き調理室側にはカウンターとパススルー冷蔵庫を設ける。 

・食品庫と計量室の間に扉は設けない。 

米庫 

■米の荷受け・保管を行う室 

・６,０００食の米を４日分貯米でき（米は週１回の納品）、米の管

理を適切に行える施設・設備を設置すること。 

・適切な温・湿度管理ができる空調機器を備えた室とする。 

油庫 

■揚物機等に使用する油の保管・保存を行う室（庫） 

・清掃専用水栓及び用具庫等を設置する。 

器具洗浄室 

■使用した器具や容器等を洗浄する室 

・検収室用を設置し、シンクを設置する。 

・それぞれの器具洗浄室に台車を洗うスペースを設ける。 

・保管庫（殺菌、乾燥機能付き）を設置する。 

・十分なグレーチングを設置する。 

廃棄物庫 

■残渣
さ

以外の廃棄物を、一時保管する庫 

・廃棄物の回収区分・頻度を考慮する。 

・ごみ収集車両の停車位置や運搬動線に配慮して、配置する。 

洗浄室 

■回収したコンテナ、食器・食缶等を、それぞれの専用洗浄機で洗

浄する室 

・洗浄室の天井は、清掃しやすいように、隙間がなく、かつ、平滑

な仕上げとする。 

・洗浄室は、壁、扉によって他の諸室から区画し、扉は、密着性を

保つことができるものとすること。吸気口を有する場合、吸気口

は汚染作業区域の空気を吸入しない位置に設置する。 

・十分なコンテナ滞留スペースを設ける。 

・午前の調理で利用した運搬用カート等の洗浄を行うための動線を

確保する。 

・洗浄室の一角にアレルギー対応食用の洗浄コーナーを設ける。 

・十分なグレーチングを設置する。 

残渣処理室 

■残渣を保管する室 

・残渣の脱水、粉砕等の減量を図る設備を導入する。 

・残渣の回収は翌日行われることに留意すること。 
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非
汚
染
作
業
区
域 

切裁・煮炊き

調理室 

■野菜を切断し、各調理室へ送るエリア 

・６,０００食に対応できるよう切裁機器を設置するとともに、野

菜の手切り対応、大豆加工品、練り製品等の切裁等も行える広さ

を確保する。 

・切断コーナーに、豆腐等の切裁や、冷凍野菜や袋物を処理する調

理台やシンクを設ける。 

・野菜類下処理室からパススルーの食材受け渡し口を設け、煮炊き

調理室の一角に設ける。 

・可能な限り切裁機、作業台、シンクは可動式とすること。 

■煮物・炒め物等の調理を行い、配食する室 

・回転釜は２献立に対応した４ラインの配置とする。献立が異なる

ことを考慮し、２ライン・２ラインの間の通路を広く確保する。 

・調理作業や、汁物の重量を計測し、配缶するための十分なスペー

スを確保する。 

和え物室 

■和え物、非加熱食品の調理、冷却を行い、配食する室 

・調理員の人数を考慮し、十分な作業スペースを確保する。 

・和え物室の外にボイル釜とスチームコンベクションオーブン（※

以下「スチコン」という。）を設置する。 

・真空冷却機、冷蔵庫を設置する。 

 

揚物・焼物調

理室 

■揚物、焼物、蒸し物の調理を行い、配食する室 

・調理員の人数を考慮し、十分な作業スペースを確保する。 

・揚げ物・焼物等は、２献立の組合せにより提供する。（揚げ物 

３,０００食、焼物３,０００食等） 

・調理前・調理後の食材の運搬動線が交差しないように配慮する（ス

チコンは、パススルー型を配置する。）。 

・調理前の衣付け等の作業スペース、調理後の配缶スペースを十分

に確保する。 

・タレ等の調理用に、回転釜を設置する。 

・鉄板等器具用の洗浄用シンクを設ける。 

・冷凍エビ等の解凍シンク・手作り調理をする調理台・スチコンの

ラックが入る冷蔵庫・計量する秤を設ける。 

アレルギー対

応室 

■アレルギー対応食を調理し、配缶する室 

・対応提供方法は、代替食及び除去食で行う。 

・食物アレルギー対応食は、給食センターで作る献立一式に対応し、

最大６０食/日の調理に必要な調理機械・器具を適切に配置し、調

理及び配食に必要なスペースを十分に確保する。 

・食材のアレルゲン混入、誤配が起こらないよう食材や作業動線に

留意した配置とする。 

・アレルギー食提供容器の消毒保管はパススルー式を用い、洗浄室

に近い配置とする。 
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・原材料保管用冷蔵・冷凍庫及び作業保存用冷蔵庫を設置し、適切

な温度管理を行う。 

・空調はアレルギー対応調理室で独立したものとする。 

・サラダ専用の冷蔵庫を設置する。 

 

炊飯室 

■炊飯を行う室 

・最大６,０００食の炊飯とする。 

白米３,０００食と炊き込みご飯３,０００食の組合せにより、各

献立の充実を図る。 

・炊飯室は、炊き込みご飯・混ぜご飯の調理ができるスペースと、

手作りの具を煮炊き室から運ぶ動線を確保する。 

器具洗浄室 

■非汚染作業区域で使用した器具を洗浄する室 

・下処理室で使用する調理器具・カゴ等を保管するパススルーの消

毒保管庫を設置すること。 

・使用する器具の量を考慮し、十分な設備・空間を確保する。 

洗浄室 

■非汚染作業区域で使用した台車・パンラック・容器を洗浄する室 

・洗浄室の天井は、清掃しやすいように、隙間がなく、かつ、平滑

な仕上げとする。 

・洗浄室は、壁、扉によって他の諸室から区画し、扉は、密着性を

保つことができるものとすること。吸気口を有する場合、吸気口

は汚染作業区域の空気を吸入しない位置に設置する。 

・十分なコンテナ滞留スペースを設ける。 

・調理室の器具等は洗浄機で洗浄する。 

・調理室の移動台車等はコンテナ洗浄機で洗浄する。 

コンテナ室 

■洗浄したコンテナ、食器・食缶等を消毒、保管する室、調理・配

缶後の食缶の積込みを行う室 

・コンテナ数に見合った大きさの空間とし、十分な作業スペースを

確保する。 

・洗浄したコンテナは、機器によりコンテナ内外とも消毒する。 

・予備コンテナの保管場所を確保する。 
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調
理
区
域
・
そ
の
他
の
区
域 

汚染作業区域

準備室・手洗

室 

■汚染作業区域への入退場の際、靴の履き替え、手洗い、エプロン

の着脱、着衣の塵埃等の除去を行う室 

・検収室・下処理室に入室できる入口をそれぞれ設ける。 

・調理員の人数に応じたエプロン・靴の消毒保管庫、手洗い設備、

毛髪・塵埃除去機の設置と併せて、靴底を洗浄できる場所を設け

る。 

・汚染・非汚染両準備室は近接させ、その中間に両区域共通で利用

する白衣室を設ける配置とすることが望ましい。 

非汚染作業区

域準備室・手

洗室 

■非汚染作業区域への入退場の際、靴の履き替え、手洗い、エプロ

ンの着脱、着衣の塵埃等の除去を行う室 

・調理員の人数に応じたエプロン・靴の消毒保管庫、手洗い設備、

毛髪・塵埃除去機（エアシャワーは設置しない。）の設置と併せ

て、靴底を洗浄できる場所を設ける。 

配送用風除室 

■配送車にコンテナを積み込む室 

・コンテナ数、配送計画を考慮し、十分なスペースを確保する。 

・ドックシェルターを設置する 

回収用風除室 

■配送車からコンテナ、食器・食缶等の積み下ろしを行う室 

・コンテナ数、回収計画を考慮し、十分なスペースを確保する。 

・ドックシェルターを設置する。 

一
般
区
域 

玄関ホール 

■職員、調理員及び外来者が利用する出入口 

・風除室を設ける。 

・職員・調理員用の靴箱を設ける。 

・施設見学等外来者の人数を考慮し、必要な滞留スペース・靴箱等

を設ける。 

・エレベーター１基を設置する。 

・玄関ポーチには車椅子に対応したスロープを設ける。 

事務室 

■市職員の執務に使用する室 

・職員は１０名程度を想定し、机・椅子、コピー機、キャビネット

等が設置できる十分な広さを確保する。 

・検収室への通路を設け、手洗いコーナーを設置する。 

・食材納入車両を確認するための窓を設ける。 

・来訪者の受付対応ができる配置とし、カウンター付きの窓口を設

ける。 

・事務室内に書庫・倉庫・給湯コーナーを設置する。 

・事務室に隣接して、職員用（調理員を除く。）の更衣室（男女別）

を設け、清潔な白衣及び私服を区別し保管できる設備を設置す

る。白衣の保管設備は、各人の白衣、靴、帽子、ネットが収納で

きる能力を有するものとする。 

・全館 Wi-Fi（調理場内を含む。）を設置する。 

倉庫 

■物品を保管する庫 

・収納量を考慮し、適宜設置する。 

・１か所にまとめず、複数の設置でもよい。 
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打合せ室 
■少人数（６人程度）での打合せに対応する室、コーナー 

・独立して設けず、事務室内での設置でもよい。 

職員用トイレ 

■職員が利用するトイレ 

・男女別に設置する。 

・調理衣を着脱できる共用スペース（調理衣用フック、帽子等の棚

等も含む。）を設ける。 

・トイレの個室内に、便座に座ったまま周囲を濡らさずに十分に手

洗いができる大きさの手洗い器（温水を供給）を設置する。また、

手を使わずに操作できる蛇口、手指の洗浄殺菌装置、手拭き用 

ペーパータオル及び足踏み開閉式の蓋が付いたゴミ箱を設置す

る。ただし、一般用トイレ（男・女）は、この限りではない。 

・トイレ掃除用具等の収納スペースを設ける。 

調理員更衣

室・休憩室 

■調理員が着替え、休憩を行う室 

・調理員等の数及び男女比率に応じた十分な広さの更衣室・休憩室

を男女別に設置する。 

・更衣室には清潔な調理衣及び調理員等の私服を区別して保管でき

る設備を設置する。 

・カーテン又はブラインドを設置する。 

食堂・休憩室 

■調理員、職員が食事及び休憩をする室。会議等を行う室 

・食堂に隣接してパントリーを設け、給食運搬用エレベーター、手

洗いシンク、物入を設置する。 

洗濯・乾燥室 

■調理衣、帽子、エプロン等を洗濯・乾燥する室 

・調理員の数に応じた洗濯機、乾燥機を設置する。 

・洗濯室と乾燥室は別々に、かつ隣接して配置し、乾燥室は物干し

を設置して干すことができる十分な広さを有する室とする。 

調理員用 

トイレ 

■調理員が使用するトイレ 

・調理員用トイレ（男・女）は、開口部は調理エリアの諸室に直接

つながっておらず、直線距離で３ｍ以上離す。 

・調理衣を脱着できる共用スペース、調理衣・帽子用フック等を設

ける。 

・調理員等の数及び男女比率に応じて計画する。 

・トイレの個室内に、便座に座ったまま周囲を濡らさずに十分に手

洗いができる大きさの手洗い器（温水を供給）を設置する。また、

手を使わずに操作できる蛇口、手指の洗浄殺菌装置、手拭き用ペー

パータオル及び足踏み開閉式の蓋が付いたゴミ箱を設置する。 

配送員控室 ■配送業務の従事者が、配送開始前等に待機する室 

清掃員控室 ■清掃業務の従事者が、休憩する室 

会議室 

■見学者への対応、研修、会議を行う室 

・複数のクラスの児童生徒が見学できる広さを確保する。 

・小会議利用にも対応できるよう分割できる構造とし、かつ、机及

び椅子を保管する倉庫を設ける。 

・落ち着いた雰囲気とし、自然採光等により明るい雰囲気とする。 

・カーテン又はブラインドを設置する。 



30 
 

見学通路 

■見学者が、調理の様子を見学できる通路 

・複数の調理工程が見学できるように通路を設ける。 

・見学者の動線は、隔壁、ガラス等で食材及び調理員の動線から分

離する。 

・調理場側のガラス面は、破損・崩落等の危険の及ばないものとす

る。 

・見学通路の配置は給食調理作業の妨げとならないよう配慮する。 

・掲示板を設置する。 

外来用トイレ 

■外来者が利用するトイレ 

・男女別、また、バリアフリートイレを設置する。 

・バリアフリートイレには、緊急呼出し設備を設ける。 

食料備蓄倉庫 

■非常食等を保管する室 

・非常食（救給カレーや飲料水等）や防災備品等の保管のため、 

４０㎡程度の食料備蓄倉庫を設ける。 

・非常食は停電時等に配送者にて各学校に配送することを想定して

いるため、食料備蓄倉庫は、非常食の配送車への直接積込み作業

を考慮して、適切な箇所に、床高を考慮して設置する。 

・プロパンガス式の移動式煮炊き釜（１台）とボンベを備える。 

・掃除用の給水栓を設ける。 

共用部等 

・外部からの出入口（玄関ホール含む。）は、昆虫等の侵入を極力防

止できるよう工夫したものとする。 

・廊下は車椅子に対応した幅を確保する。 

・見学者等の外来者が利用する廊下に障がい者対応の手摺りを設け

る。 

・各諸室のドアには、それぞれ適切なドアストッパーを必要に応じ

て設ける。 

設
備
、
外
構
等 

電気室・機械

室・ボイラー

室 

・機械室、電気室及びボイラー室を必要に応じて設け、メンテナン

ス・設備更新を考慮した配置、広さを確保する。 

排水処理施設 

■排水から、油分等を除去するための施設 

・法令等を遵守する能力を有することとし、建物と分離して設置す

る。 

・配送車等の通行の妨げとならない位置に設置し、臭気や騒音等  

に対し十分な対策を行う。 

受水槽 ■給水のための施設 

駐車場 

駐輪場 

■職員用、調理員用、外来者用の駐車場 

・車いす用駐車場を含め、７０台程度を敷地内に設ける。 

・駐輪場は、屋根付きとし、職員等の利用を考慮して適宜設定する。 

植栽 
・緑化面積については、関連諸基準を満たすものとする。 

・虫の寄り付きの少ない樹種を選定する。 

門扉、塀 
・敷地内に、門扉及び塀を設置する。 

・周辺環境等に配慮した形状の塀とする。 
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(5) 配置プラン 

 第５章 ５ (1) 計画地概要を踏まえ、図 ５-２のとおり配置プランを作成しました。敷地内は施設を周回できるよう計画し、車両出入口は

交差点から離れた場所に設けています。 

図 ５-２ 配置図 
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(6) 平面プラン 

 第５章 ５ (2) 基本条件、(3) 必要諸室の構成、(4) 必要諸室の基本条件を踏まえ、図 ５-３のとおり平面プランを作成しました。汚染

作業区域、非汚染作業区域、一般エリアを色分けして示します。 

図 ５-３ １階平面図 

 

積込み・
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６ 施設規模 

新学校給食センターに求められる施設規模を検討するに当たって、平成２１年の学校給食衛

生管理基準施行以降の学校給食センター整備事例を調査、整理しました。 

学校給食衛生管理基準に沿った汚染・非汚染作業区域で区画し、それぞれに入室のための準

備室（前室）を設置することや、近年では食育・見学スペースを充実させる傾向にあり、炊飯

施設がある調理能力６,０００食規模の給食センターの延床面積は約４,０００㎡程度となって

います。 

図 ５-３の平面プランにおいては延床面積４,０１１.００㎡（１階３,０２８.４８㎡、２階 

９８２.５２㎡）を想定しており、類似事例と比較しても妥当な施設規模であると言えます。 

敷地面積については、緑地の確保、給食配送や食材納入車両等の動線、排水処理施設等機械

設備の設置、調理員の駐車場の確保等を考慮する必要があります。 

 

表 ５-１１ ６,０００食程度の給食センター（炊飯有）の延床面積・敷地面積（他自治体事例） 

給食センター名 

（自治体名） 

土岐市学校給食センター 

（岐阜県土岐市） 

中部学校給食センター 

（静岡県袋井市） 

津山市立草加部学校食育 

センター（岡山県津山市） 

供用開始 平成２３年１月 平成２５年９月 平成２６年９月 

調理能力（食/日） ６,０００ ６,０００ ５,５００ 

敷地面積（㎡） １４,３９４.８９ １３,９３５.０１ ８,１７９.７３ 

延床面積（㎡） ３,９８９.２９ ４,１４２.５５ ３,７７９.４４ 

 １Ｆ ３,４５７.８４   

 ２Ｆ ５３１.４５   
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７ 配送ルートの検討  

第１新学校給食センターの調理能力が６,０００食規模であることから、再整備により統合

される波田・梓川学校給食センターに加え、西部・東部学校給食センターも含め、配送校を再

編成してルートを検討します。 

(1) 基本的な考え方 

各配送対象校へ搬入するコンテナ数や配送トラックの仕様、学校側の給食開始時間や配膳

業務時間等を踏まえ、学校給食衛生管理基準に規定されている、調理完了後から２時間以内

に児童生徒が喫食できるよう効率的な配送計画を検討します。 

センターから学校までの距離、学校の給食開始時間が異なりますが、給食開始時間が１２

時３０分の場合、１０時３０分以降の調理終了後、配缶・食缶のコンテナへの積込み、コン

テナの配送車への積込みを終え、配送車の出発時間が１１時頃以降となることが想定されま

す。 

表 ５-１２ センター方式における配送時間の内訳のイメージ 

(2) 配送方式 

給食の配送方法は、以下に示す２つの配送方法があります。本市では混載方式で配送して

おり、引き続き混載方式を想定しますが、炊飯を給食センターで行うことになったため、ご

飯については別途配送とすること等を設計段階において検討します。 

a) 混載方式（１段階配送） 

食器と食缶を混載し、対象の配送校へ配送 

 

 

 

b) 食器・食缶別載方式（２段階配送） 

食器と食缶を別載し、対象の配送校へ２段階に分けて配送 

 

 

 

 

(3) コンテナ及び配送車 

配送車１台（３ｔ車）に対して、積載可能なコンテナ数を最大６台（１台６学級）で配送

計画を検討します。 

第５章 １ (2) 提供食数の将来推計によると、児童生徒数は今後減少していくと推計さ

れており、第１新学校給食センター建設後、児童生徒数が最も多いのは、供用開始時の令和

１０年度です。本市では、既に３５人学級への対応が完了しており、現状（令和５年度）の

配送校（食器と食缶の混載） センター 

配送校（食缶のみ） センター センター 配送校（食器のみ） 

配送校 喫 食 

積込み 

（約 10 分） 

積下ろし 

（約５分） 

検食・配膳・配食 

２時間以内 

センター 
出発 調理・配缶完了 
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学級数と変わらないことが想定されるため、必要なコンテナ数を算出するに当たり、現状の

学級数を基に整理を行います。 

 

(4) 各センターの配送校 

第１新学校給食センターの稼働時における各センターの配送校を、提供食数や配送距離な

どを含め検討を行い設定しました。（表 ５-１４） 

表 ５-１３ 学校別の学級数（数字は令和 5年 4月 1日現在） 

 ア 第１新学校給食センター 

学校名 距離（ｋｍ） 学級数 コンテナ数 

梓川小学校 0 29 5 

波田小学校 4.０ 32 6 

鎌田小学校 10.0 33 5 

島内小学校 7.４ 30 5 

島立小学校 ８.2 15 ２ 

田川小学校 9.０ 16 2 

芝沢小学校 ８.０ 18 3 

梓川中学校 0.8 18 3 

波田中学校 4.１ 17 3 

鎌田中学校 ９.４ 19 3 

高綱中学校 ７.３ 12 2 

松島中学校 8.６ 16 3 

 

 イ 西部学校給食センター 

学校名 距離（ｋｍ） 学級数 コンテナ数 

中山小学校 7.１ 8 1 

菅野小学校 3.９ 23 4 

芳川小学校 1.３ 30 5 

寿小学校 3.4 26 4 

今井小学校 7.９ 8 1 

開明小学校 2.１ 27 4 

明善小学校 6.0 17 3 

二子小学校 １.６ 12 2 

並柳小学校 5.６ 15 2 

菅野中学校 3.３ 18 4 

筑摩野中学校 ３.１ 25 4 

明善中学校 6.0 10 2 

信明中学校 2.０ 14 2 

開成中学校 6.０ 15 2 
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ウ 東部学校給食センター 

学校名 距離（ｋｍ） 学級数 コンテナ数 

開智小学校 3.５ 22 3 

源池小学校 4.１ 13 2 

筑摩小学校 5.1 15 2 

旭町小学校 2.５ 18 3 

清水小学校 3.４ 24 3 

岡田小学校 0.9 17 2 

山辺小学校 5.４ 23 3 

本郷小学校 0.5 16 2 

清水中学校 3.３ 17 2 

丸ノ内中学校 4.０ 12 2 

旭町中学校 1.１ 13 2 

山辺中学校 4.２ 13 2 

女鳥羽中学校 0.8 12 2 

 

(5) 配送及び回収計画 

計画は、ルート・時間及び車両台数などについて配送事業者と打合せを行いながら策定し

ていきます。 

ア 第１新学校給食センター 

梓川小中学校及び波田小中学校に加え、西部及び東部学校給食センターの一部の小中学

校を配送校として計画を策定します。 

  イ 西部学校給食センター 

 現在の配送校のうち、一部を第１新学校給食センターに変更し、東部の配送校である並

柳小学校と開成中学校を配送校に加え計画を策定します。 

  ウ 東部学校給食センター 

    現在の配送校の一部を、第１新学校給食センターと西部学校給食センターに変更し、学

校数を減らして計画を策定します。 
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表 ５-１４ 第１新学校給食センター稼働時配送区域図（案） 

 

 

梓川小 

梓川中 

波田小 

菅野小 

菅野中 

波田中 

今井小 

芝沢小 

二子小 

島立小 
高綱中 

丸ノ内中  

本郷小 

筑摩小 

鎌田小 

松島中 

信明中 

明善小 

島内小 

開智小 

明善中 

岡田小 

安曇小 

女鳥羽中 

旭町中 

安曇中 

旭町小 

清水小 

四賀小 

東部学校給食 
センターエリア 

 

清水中 

西部学校給食 
センターエリア 

山辺中 

会田中 

山辺小 

開成中 

 

源池小 

鎌田中 

田川小 

開明小 

並柳小 

中山小 

寿小 

筑摩野中 

芳川小 

大野川小  大野川中  

奈川小 奈川中 

第１新学校給食 
センターエリア 
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第６章 事業手法 
本市では、平成２９年に「松本市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規程」を策定し、公共施設

等の設計、建設、維持管理、運営等において、民間事業者の資金、経営能力及び技術的能力の活用

を優先的に検討し、市民サービスの向上及び財政効果が期待できる事業については、積極的にＰＦ

Ｉを導入することにしています。 

１ 事業手法の概要 

表 ６-１ 事業手法の比較 

 従来方式 ＤＢＯ方式 ＰＦＩ（ＢＴＯ方式） 

概要 

市の資金調達により、個

別発注によって設計、建

設を行い、市の直営によ

り維持管理・運営を行う

方式 

市の資金調達により、民間事

業者が設計・施工・維持管理・

運営（ＤＢＯ）を一括で行う

方式 

民間事業者の資金、経営能力

及び技術的能力を活用し、効

率的かつ効果的に整備等を

行う手法 

発注方式 仕様発注 性能発注 性能発注 

資金調達 公共（起債等） 公共（起債等） 
公共（起債等） 

民間（金融機関） 

国庫交付金

の活用 
可能 可能 可能 

設計・建設 公共 民間 民間 

施設の所有 公共 公共 公共 

財政負担 

・一括払いによる負担が

大きい。 

・地方債の活用により一

定の平準化は可能 

 

・一括払いによる負担が大き

い。 

・地方債の活用により一定の

平準化は可能 

・手法検討調査、事業者選定

に係るアドバイザリー経

費が必要 

 

・交付金や地方債を活用しな

い部分の費用について、民

間資金を活用した割賦払

いとすることにより費用

負担が平準化される。 

・手法検討調査、事業者選定

に係るアドバイザリー経

費が必要 

・民間調達の金利、ＳＰＣ※

管理費等の負担が必要 

メリット 

・仕様発注契約のため市

の意向を反映しやす

い。 

・一部業務委託の場合で

も仕様書の作成や契約

手続など、現在本市で

実施している事業手法

のため、事務上の見通

しがつきやすく、滞り

などのリスクが小さ

い。 

・設計・建設の工程調節を一

括して民間事業者が主導

して実施することで、供用

開始時期が徹底できる。 

・設計・建設の一括契約を原

則としており、経費削減が

期待できる。 

・民間による資金調達を活用

するよりも金利負担が軽

減される。 

・設計・建設の工程調節を一

括して民間事業者が主導

して実施することで、供用

開始時期が徹底できる。 

・設計・建設の一括契約を原

則としており、経費削減が

期待できる。 

・要求水準書や事業契約書等

において、リスク分担が明

示される。 
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デメリット 

・分離発注契約を原則と

しているため、民間事

業者の相互協働による

スケールメリットは発

揮しづらい。 

 

・仕様発注契約と異なり、募

集要項や満たすべきサー

ビスの水準の作成など、発

注準備期間が必要となる。 

・調査経費、アドバイザリー

経費が必要となる。 

・仕様発注契約と異なり、募

集要項や満たすべきサー

ビスの水準の作成等の発

注準備期間、ＰＦＩ法に則

った事業者選定手続など

事業実施に時間を要する。 

・調査経費、アドバイザリー

経費が必要となる。 

・民間事業者の資金調達部分

の金利負担が発生する。 

※ＳＰＣ（Special Purpose Company）：事業を行う特別目的会社 

 

２ ＰＦＩ導入可能性の検討 

「松本市ＰＦＩ導入ガイドライン」により今回の再整備事業について、導入可能性の検討（簡

易な検討）を行い、庁内検討会議において審議を行いました。 

⑴ 簡易検討の事業方式 

   民間事業者が施設を建設した後、所有権を公共側に移転した上で、事業期間にわたり管理・

運営を行うＢＴＯ方式を採用 

 ⑵ 検討内容 

  ア 新センターを２施設建設し、東部学校給食センターを改修する３センター方式での整備・

運営 

  イ 維持管理運営期間を１５年と仮定 

⑶ 簡易ＶＦＭ※（バリューフォーマネー） 

  ア 整備等費用は従来型手法より建設及び改修で１０％削減率と仮定 

 イ 維持管理運営費用は基本方針により直営による運営とし、人件費を３．４％削減率と仮定 

  ウ 算定結果 

項目 従来手法 採用手法 ＶＦＭ 

金額 ２３,３７５,８８２千円 ２２,６７１,８７４千円 ７０４,００８千円 

率 － － ３.０％ 

    ※ＶＦＭ（Value For Money）：従来の方式と比べてＰＦＩの方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合 

⑷ 検討の概要 

ＶＦＭによる定量評価は簡易計算表により、従来型手法の場合とＢＴＯ方式を導入した場合

との間で費用総額を比較した結果、ＶＦＭが３．０％（７０４,００８千円）という結果となり、

採用手法による効果は認められました。しかし、特定事業選定時の全国導入状況平均の８．６％

は下回りました。 

⑸ 審議結果 

簡易計算表によるＶＦＭ算定の結果、財政負担の軽減効果が認められるものの、波田学校給

食センターは建築後５３年、梓川学校給食センターは建築後３６年が経過し老朽化が著しいこ

とから、早急に対応をしなければならない状況にあります。また、基本方針において直営によ

る運営の継続を方針としています。 
 

３ 市の方針 

上記のＰＦＩ導入庁内検討会議での審議結果を基に庁内で協議を行った結果、ＰＦＩは導入

しないとの結論に至りました。  
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第７章 概算事業費の算定 
モデルプラン等の検討結果から、表 ７-１を概算事業費算出における前提条件としました。前提

条件を基に算出した従来手法による概算事業費を表 ７-２に示します。 

表 ７-１ 第１新学校給食センター概要 

項目 （㎡） 

敷地面積 ８,５７１.８４  

延べ床面積 ４,０１１.００  

 うち１階面積 ３,０２８.４８  

 うち２階面積 ９８２.５２  

外構面積 （＝敷地面積－（１階床面積＋その他）） ５,４９２.７６  

 うち緑化面積 ８５０.７５  

調理能力 ６,０００食規模 

表 ７-２ 初期投資費 

項目 税抜き（千円） 

委託関係 １０９,３１４ 

設計業務 ７４,００１  

工事監理業務 １５,８８３  

ボーリング調査 ８,８４０  

造成工事設計監理 ４,３００  

上下水道整備工事設計監理 １,２９０  

基本設計監理支援業務 ５,０００ 

工事関係 ４,２５９,２０９ 

本体建築・設備工事 ３,２０８,７９６  

厨房設備工事 ８３５,４５０  

その他（太陽光発電） １３,７８０  

外構工事 等 １３４,５８３  

敷地造成工事（盛土、地盤改良含む。） ６６,６００  

食缶・備品購入費等 ８５,６７０ 

食器・食缶・調理備品等 ５３,６９０  

什器・備品（調理関係） １９,６５０  

什器・備品（一般エリア） １２,３３０  

合計 ４,４５４,１９３ 
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第８章 事業スケジュール 
１ 第１新学校給食センター 

本事業の事業スケジュールを表 ８-１に示します。 

表 ８-１ 事業スケジュール 

 

※実施設計以降のスケジュールについては、今後変更となる場合があります。 

 

２ 第２新学校給食センター、東部学校給食センター 

(1) 第２新学校給食センター 

ア 整備時期  令和１２年２学期の稼働を目指します。 

イ 施設規模  基本方針に基づき、施設機能・規模等は第 1 新学校給食センターと同等と

し、必要敷地面積を約８,５００㎡程度とします。 

  ウ 建設位置  西部学校給食センターを廃止することから、配送及び回収計画で策定した

西部センターの配送校を基本に、配送距離・時間を踏まえ適切なエリアを設

定して候補地を選定します。 

エ 土地の形状 第１新学校給食センターと同様な調理動線が確保できる敷地とします。 

 

(2) 東部学校給食センター 

ア 整備時期  令和１３年度２学期の稼働を目指し、改修します。 

イ 施設規模  施設機能・規模等は、改修計画作成時に検討します。 

 

 

 

 

 

 

年月

項目 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

事業者募集・選定・契約

事

業

実

施

令和７年度（2025年度） 令和８年度（2026年度） 令和９年度（2027年度）

事業者募集準備

令和５年度（2023年度） 令和６年度（2024年度） 令和10年度（2028年度）

4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

建設工事

供用開始

運営準備

インフラ整備

工事契約

基本設計

事

業

者

募

集

実施設計

インフラ整備
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高機能中規模センター２施設建設 ３センター4ライン調理方式

（2027年度）

新センター① 4月稼働

令和10（2028）年度開設予定 基本方針 基本計画 建設事業 2本献立 1,500食4ライン調理

最大調理能力6,000食 （設計、用地取得、建設工事）

新センター② 2学期稼働

令和12（2030）年度開設予定 建設事業 2本献立 1,500食4ライン調理

最大調理能力6,000食 （設計、用地取得、建設工事）

東部学校給食センター 2学期稼働 大規模改修計画で

平成21（2009）年度開設 3本献立 大規模改修 2本献立 最大調理能力等検討

現状最大調理能力8,000食 （改修計画策定・設計等） 建築後21年

西部学校給食センター 部分改修で対応 1学期で終了

平成13（2001）年度開設 3本献立 廃止

現状最大調理能力9,000食 建築後30年

波田学校給食センター 9年度で終了

昭和46（1971）年度開設 1本献立 廃止

建築後57年

梓川学校給食センター ９年度で終了

昭和63（1988）年度開設 1本献立 廃止

建築後40年

新
設

維
持

廃
止

廃

止

廃

止

新

設

令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

（2030年度）（2026年度） （2028年度） （2029年度）

松本市学校給食センター再整備スケジュール

センター概要
令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

（2031年度）
備考

（2021年度） （2022年度） （2023年度） （2024年度） （2025年度）

資 料 


